
【会計別地方債現在高の推移】

　平成３０年度末の一般会計、特別会計の地方債残高の合計は、前年度に比べ２百万円減の１０，２８６百万円となっています。

　会計別に前年度末と比べると、一般会計（１７２百万円増）は増加し、上水道事業（６１百万円減）、下水道事業（９６百万円減）、農業集落排水

事業（１５百万円減）は減少しています。なお一般会計で増加した要因は、吉野町中央公民館耐震化事業や老人福祉施設改修事業等のためです。

　地方債残高を会計別に平成２１年度末と比較すると、一般会計（１０９百万円増）及び上水道事業（１，１３９百万円）は増加しているものの、

その他の会計においては減少しています。また全会計の合計残高は平成２１年度末に比べ１，９１４百万円減少しています。

（単位：百万円）
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図1-1 会計別地方債残高の推移

（単位：百万円）



【一般会計の事業区分別地方債残高について】

　地方債にはいくつもの種類があり、事業の目的によって区分されています。

　当町の一般会計の地方債残高においては、臨時財政対策債、過疎対策事業債という種類の地方債が大部分を占めています。平成３０年度末の地方債全体に占

める割合は、臨時財政対策債が３８．０％、過疎対策事業債が５０．０％となりました。

　臨時財政対策債は本来、国から交付される普通交付税の一部を地方公共団体が地方債を借入れることで肩代わりするもので、借入れることができる額の

１００％が翌年度以降の普通交付税で返ってきます。また、過疎対策事業債は過疎地域の振興に資する事業の実施に対し借入れることができる地方債で、借入

れた地方債の返済に要する費用の７割が翌年度以降の普通交付税で返ってきます。

　普通交付税の不足分を補うため、臨時財政対策債を毎年借入れていること、普通交付税で返ってくる額が大きく財政的に有利な過疎対策事業債を優先的に借

入れていることから、この２つの地方債の残高の割合が大きくなっています。
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図2-2 事業別地方債現在高割合推移
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図2-1 事業別地方債現在高推移



【平成３０年度末における地方債残高における町の実質負担について】

（単位：千円）

地方債残高…①

内 普通交付税算入見込額･･･②

内 実質負担額

交付税算入見込割合②／①

　一般会計については、臨時財政対策債や過疎対策事業債など将来普通交付税として町に返ってくる率の高い地方債が残高の８割以上を占めるため平成３０

年度末における地方債の元金残高は５８億７５０万円ですが、その内４８億５，６０２万円は普通交付税で将来返ってくる見込です。従って、町が実質的に

負担する額は９億５，１４９万円といえます。特別会計の交付税算入見込割合は、水道事業の１３．０５％が一番低く、一番高い農業集落排水事業でも

５１．４７％と一般会計に比べるとかなり低くなっています。平成３０年度末における全会計の地方債の元金残高合計は１０２億８，７８９万円となり、

将来、普通交付税で返ってくる見込み額は５９億５，３０３万円であるため、実質的に負担することになる額は４３億３，４８６万円といえます。
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地方債残高・普通交付税算入見込額の推移

※普通交付税算入見込額については、平成３０年度決算に基づく将来負担比率の算定に用いた数値です。



【各基金の残高の推移】

・財政調整基金は、平成１６年度末から平成１９年度末までの間、残高が３，０００万円台で推移しており、将来的な財源不足に対応することができない非常

　に厳しい状況が続いていました。しかし、平成２０年度以降は積極的に積立てを行い平成２８年度末には９億３，１６３万円となりましたが、人口減少に

　伴う税収の減少や事業費の増加等により基金の取崩しを行ったため、平成３０年度末の基金残高は７億１，３０６万円となりました。一般的に財政調整基金

　の適正規模は、標準財政規模の１５％（約４億９，０００万円）とされており、最低限の基金残高は確保できている状況です。

・減債基金は、平成１８年度以降着実に積立ててきましたが、平成２４年度以降については交付税措置のない地方債や、利率の高い地方債の繰上償還を実施

　するための財源として、また通常の地方債の償還の財源として取崩しを行っています。平成３０年度末の基金残高は２億２，０８６万円となっています。

・その他特定目的基金は、平成２４年度に南和広域医療組合への出資金の財源として地域福祉基金を１億１，３３１万円取崩したため大きく減少、平成２５年

　度に庁舎整備基金に４，０００万円・地域の元気臨時交付金基金に７，８７５万円を積立てたことなどにより増加しました。平成３０年度はふるさと納税を

　原資とする世界遺産・吉野ふるさとづくり基金を４，１６２万円積立てましたが、小学校空調設備設置工事や鳥獣害防止総合対策事業等の財源として

　８，２８０万円取崩しをおこなったため４，２５８万円減少しています。平成３０年度末の残高は４億１，０６８万円となっています。
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基金残高の推移


